商業活性化推進事業の概要
１　基金事業      　商業活性化推進基金の基金運用益により助成
  (1) 設置団体      （財）石川県産業振興基金協会（会長：知事）
  (2) 基金総額      １５億円（県単独）
　(3) 創設年度      平成１３年度創設
２　事業内容        
  (1) 趣　　　旨    中小商業活性化及び商店街競争力強化基金の国庫補助制度を補完し、　　　　　　　　　　県内商店街及び地域商業の活性化を図る。
  (2)  eq \o\ad(対象事業,　　　　　　　　　　)  　
　　①商店街振興組合等イベント事業
　　　　商店街活性化のための集客を目的としたイベント事業であって、地域に密着した　　　内容であるなど独自性や新規性の高いものに対して助成する。
　　　・助成対象者
　　　　　商店街振興組合や商店街事業協同組合などのほか、任意の商店街組織も対象と　　　　する。ただし、ＴＭＯ構想により範囲指定されている地域内の商店街は対象外と　　　　する。
　　　・助成対象経費
　　　　会場整備や広告宣伝に要する経費など
 　 ②新規事業等展開支援事業
　　　　商店街活性化のため、コミュニティビジネス又はＩＴ活用をテーマとし、商店街　　　内において新たに起業する事業で、事業内容の新規性や独自性が高いものに対して　　　助成する。
　　　・助成対象者
　　　　ア  グループ
      　　  商店街の会員等を４人以上含んでいるもの
　　　　イ  個人
　　　　    商業ベンチャー支援の観点から、商店街会員等以外の者が個人として起業す            る場合に対しても支援する。ただし、次の条件を満たすものとする。
      　    ・事業の拠点を置こうとする商店街組合等の会員となること。
　　　　　  ・事業内容が当該商店街の活性化に資するものであって、当該商店街組合等              の推薦を受けたものであること。
　　  ・助成対象経費
　　　  ア　マネジメント強化（専門家による個別相談など）に要する経費
　　　  イ　マーケティング調査やフィジビリティ・スタディに要する経費　　など
 　 ③地域商業活性化事業
　　　　商店街運営の効率化や商店街事業の発展・強化のための知識や技術を習得させる　　　ため、県内外の大学でのビジネススクールへの派遣に対して助成する。習得後は、　　　商店街コミュニティカレッジ事業における講師として、県内各商店街へ派遣する。
　　　・助成対象者
　　　　商店街リーダー等（商店街の役職員、タウンマネージャー等の専門家など）
　　　・助成対象経費
　　　　大学の講義・研修に参加するために要する負担金及び旅費
３  助成限度額
　　３００万円
４  助成率
　　原則として４分の３以内
　　（地域商業活性化事業における負担金及び旅費については１０分の１０以内）
５　対象事業の決定
　(1) 事業採択の審議　石川県商業活性化推進基金審査委員会（会長：商工労働部長）
　(2) 事業採択の決定　上記審査会の答申に基づき、県と協議、同意を得て決定

